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１．内政  
・１２日、教育省は、沿ドニエストル地域

において、モルドバ政府の運営する学校に

対する様々な圧力は、容認できない旨発表。 
・１３日、モルドバ民主党は、ガガウズ自

治共和国における２日の「国民投票」を組

織した党員４名を除名した旨発表。 
・１４日、ガガウズ市民議会は、同「国民

投票」の結果を承認。 
 

２．経済  
▼マクロ経済  
・１２日、経済省は２０１３年の経済達成

度の概要を公表。その中で、モルドバの２

０１３年の１～９ヶ月間のＧＤＰ成長率が

８．０％であり、すべての部門に関する経

済は成長した、国民の間でより高収入を得、

失業率が低下する傾向が見られた、２０１

３年同時期で産業部門が２０１２年比６．

６％成長するとともに、輸出が輸入よりも

高い割合で増加（各々１１．３％増、４．

９％増）、海外からの投資についても、２

０１３年同時期で１億８３００万米ドルと

なり、２０１２年比で３５．３％増加する

旨を報告し、更に今後、２０１４～２０１

７年の間で、年毎にＧＤＰが平均４．５％

ずつ成長するとともに輸出入に関しても年

毎にそれぞれ８．５％、７．２％増加する

だろう旨を予測。 
 

 

 

 

 

 

 

３．外政  
・１１日、ＯＳＣＥモルドバ派遣団は、ガ

ガウズ自治政府がモルドバ中央政府と協力

するよう要請した旨発表。 
・１２日、ラスムセンＮＡＴＯ事務総長は、

モルドバの領土一体性及び憲法上の永世中

立主義を支持するとともに、同機構のコソ

ボにおける作戦へのモルドバの参加決議を

歓迎する旨発表。これを受け、マリヌツァ

国防相は、右参加はモルドバの欧州統合過

程の一環であり、国家の中立主義とは矛盾

しない旨発言。 
・１２日、欧州議会の市民・自由・司法・

内務委員会は、モルドバ国民に対する査証

免除導入に関する報告書を採択。 
 

（了） 
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